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※ 上記入札額に、消費税額を加算した額が地方自治法上の申込みに係る価格である。
※ 測量等の場合、「工事名」とあるのは「業務名」と、「工事箇所」とあるのは「業務箇所」

と読み替えるものとする。

工事番号

入札執行年月日 発注種別

当初・変更

入 札（ 見 積 ）執 行 調 書
入 札 （ 契 約 ）結 果 書

年災 事項

工事執行機関 11055　文化振興課

令和2年10月6日

福島県文化センター大迫上装置災害復旧工事

業 者 コ ー ド
業　　者　　名

落 　札 　者 　の 　住 　所
入　札　額　及　び　再　入　札　額 落札額（契約額）

工 事 概 要

本庁公所審 議 番 号

路線・河川名
工事箇所

福島県文化センター舞台装置（大迫上装置）災害復旧工事
　・令和元年台風第19号で被災した部品の交換　・ブレーキ、Ｖベルト、電源ユニット、ジャッキー、ユニバーサルジョイント更新
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仙台営業所：宮城県仙台市青葉区中央二丁目10番12号
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令和2年10月6日

機械設備工事

福島市春日町地内
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第20-11055-0005号

令和2年10月6日
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様式２（裏面）

　随意契約とする理由

　変更契約の内容

　変更契約年月日 　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　変更後の完成年月日 　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

　変更後の契約金額

　変更契約をする理由

　□１　現場精査による数量増（減）

　□２　（　　　　　　　　　　　　）工事追加による増額

　□３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（１）概要
　　　本件工事は、令和元年台風第19号で浸水被害を受けた県文化センター大ホールの舞台装置の２基の災害復旧工事である。
　　　当該舞台装置はエレベーターに類似した装置であり、舞台演出や舞台上への資機材搬入に用いられている。
（２）被災概要
　　　令和元年10月12日（土）、13日（日）にかけて台風第19号の豪雨のため、大迫上装置及び小迫上装置が浸水被害を受け
　　た。本件被害は、保守点検の範疇を超えており、部品更新を必要とする。被災以降、安全性が確保できないことから本舞
　　台装置の使用を停止しているため、装置を演出上必要とする催事は断らざるをえず、また装置を使っての資機材搬入は行
　　えないため利用に支障が発生しており、県民の文化芸術活動に多大な影響を及ぼしているため、早期の復旧が求められて
　　いる。
　　　本件工事に係る文部科学省による災害査定は令和２年８月５日から７日にかけて実地調査が行われ、同27日に内定通知
　　を収受した。
　　　なお、被害を受けた部品はそれぞれ以下のとおり。
　　・大迫上装置
　　　ブレーキ、Ｖベルト、電源ユニット、ジャッキー、ユニバーサルジョイント
　　・小迫上装置
　　　モーター、Ｖベルト、減速機（モーター含む）、ジャッキー、ユニバーサルジョイント
（３）本件装置の特殊性
　　　一般に、本件装置のような舞台装置は、ホールの規模や構造、目的に応じて専門業者によりオーダーメイドで設計・製
　　造・施工され、保守点検に至るまで設置業者の手によって行われる。
　　　これは、工事に用いる部品のほとんどが施工業者の製造するものに特定され、他社が製造する同等品等での対応は不可
　　能であるためである（災害査定の資料とするべく同業他社から見積書を徴収しようとした際も同様の理由で断られてい
　　る）。
　　　他社が改修等を行った場合、設備の故障・事故が生じた際の責任の所在が不明確となったり部品の調達ができなくなっ
　　たりし、施設の運営管理に支障をきたすほか、公演等の中断・中止や人身事故により巨額の賠償問題や信用失墜等に発展
　　する恐れがある。
　　　そのため、既設設備を残しつつ一部を改修するような工事に対応することができるのは施工業者以外にない。
　　　今回の工事は、台風第19号による浸水被害を受けた部品の更新をするものであり、被災を免れた部品との調整を図りつ
　　つ行う必要がある。設備の故障・事故発生時の責任の所在や部品の製作・調達を考慮すると、対応可能なのは施工業者の
　　みである。
（４）結論
　　　以上より、令和元年台風第19号で被災した文化センター設備の災害復旧であり、速やかな着工が求められるところ、次
　　年度以降の施設供用に多大な支障を及ぼすことから、地方自治法施行令第167条の2第1項第5号に基づき随意契約としたい。
　　　なお、被災設備が既設設備等と密接不可分の関係にあり、設置業者以外の者が施工した場合、既設設備等の使用に著しい
　　支障が生ずる恐れがあることから、単独随意契約としたい。


